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一DAC５項目の具体化を中心に－

松岡俊二・本田直子
広島大学大学院国際協力研究科
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総合,注に焦点を当てる。ＯＤＡ事業評価にはあ

る専門、例えば医療プロジェクトを専門医学

の立場から評価するということが行われるが、

専門分野にとどまる限り、それはあくまでも

－専門性の観点から事業を評価したものにす

ぎない。ＯＤＡ事業は社会的・公共的事業であ

り、その評価は本来総合的なものであり、社

会がＯＤＡ事業評価に求めているのも総合的な

評価である。

第三者によるＯＤＡ事業評価の困難さは、

実のところ、ある領域の専門家が専門性の観

点から事業を評価するだけでは不十分で、あ

る種の総合的評価を求められる点にあるので

はないかと考えられる。本論文はＯＤＡ事業評

価における専門性と総合性といった問題を考

えるに際し、筆者らが実際に行ってきたＯＤＡ

事業評価の経験をふまえ、主としてＯＥＣＤ

(経済協力開発機構）・ＤＡＣ（開発援助委員

会)(4)５項目評価（目標達成度、効率住、イ

ンパクト持続性、妥当性）の具体化のあり

方を検討し、積み上げ可能なフレームワーク

の提案を行う。

本論文の構成は以下のとおりである。まず、

１．で実施機関が行ってきた第三者評価を対

象に、第三者評価における第三者とは何か、

選定された事業の`性格、評価実施のタイミン

グ、評価方法を分析し、問題の所在を明確に

する。つづいて２．においてＯＤＡプロジェク

トの総合的評価方法のあり方を多基準評価手

法に求め、その典型例としてＤＡＣ５項目評価

手法の意義と限界を明らかにする。３．では、
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１．はじめに

日本のＯＤＡ（政府開発援助）は、今、大

きな曲がり角を迎えている。欧米ドナーの援

助疲れの中で、この１０年間、日本はトップド

ナーであり続けたが、経済不振と財政危機は

日本社会のあり方そのものの見直しを迫って

おり、日本のＯＤＡのあり方も問われている。

ODAの見直し論議に際して不可欠なことは、

ODAの実態に即した客観的な評価をふまえる

ことである。

ＯＤＡ評価には様々なアプローチやレベルが

あり（西垣・下村1997，下村他1999)、本

誌においても第７巻第２号（1998年１１月）

においてそうした特集が行われている(1)。本論

文はＯＤＡ事業の第三者による評価（プロジェ

クト評価）に焦点をあてる。評価には当該組

織自身による自己評価（内部評価）と第三者

評価（有識者評価、外部評価）があるが、評

価とは本質的に第三者による評価が重要であ

るからである。

しかし、ＯＤＡ事業の第三者評価は一部の研

究者やＮＧＯなどによる批判的な事例研究や調

査は存在したものの(2)、本格的な調査研究はよ

うやく始まったばかりで十分な蓄積はない(3)。

それだけに第三者評価を考察対象とすること

は困難を伴うものの、今後の指針づくりとい

う観点から大きな意義がある。

ＯＤＡ事業の第三者評価のあり方を検討する

に際し、本論文は事業評価における専門性と

国際開発学会「国際１M発研究」第１０巻第２号，2001年，pp49-70
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なく、大学の研究者やＮＧＯ関係者などの第
三者が自主的に行う評価も含むものである。し

かし実際には、費用や資料の制約から、自主
的かつ信頼度の高いＯＤＡ事業評価の事例は
少ない。

まず、第三者評価における第三者とは何か

をみてみよう。表１に第三者評価を行った評
価者の所属属性を示した。一番多いのは大学
関係者で約37％をしめており、続いて多いの
が新聞社等のマスコミ関係者である。ただし、
マスコミ関係が多いのは2000年のJICA事業

評価の有識者評価が新聞関係者を中心として
いたためである。本来、新聞社等のマスコミ

は自主的な取材によってＯＤＡを報道すべき立
場にあり、マスコミが第三者評価の中で多数
をしめることは例外的事象にすべきである。
いずれにしろ大学や研究所の研究者、医師
などが専門住の観点から、評価者となってい
ることが確認できる。また、こうした専門性
の観点からコンサル関係者や財団関係者が第

持続性基準に焦点をあて、その具体化につい
て、筆者らがインド・アラパリ山地植林事業・
第三者評価において開発した手法を述べる（松
岡・佐藤・本田2001)。最後に４．において、
本論文の主要な結論を述べ、ＤＡＣ５項目を共
通評価フレームとする際に問題となる条件を
明らかにする。|i■
(1)第三者とは何か

まず、外務省や国際協力銀行（JBIC)、国
際協力事業団（JICA）が過去２年間（1999
年度、2000年度公子ＩＤに行ってきた第三者評
価の内容を分析することにより、日本におけ
る第三者評価の状況と問題点を分析する。
以下の分析は、実施機関が行った第三者評

価を対象としており、研究者などが自主的に
行ったＯＤＡ事業評価は含まれていない。言う
までもなく、ＯＤＡ事業の第三者評価とは実施
機関が第三者に依頼して行われるものだけで

表１日本のＯＤＡ第三者評価者の傾向

JＢＩＣ(OECF）JICA外務省

lljlibiiiuJJP
2000

第三者評価数

大学機関

研究機関
一

医療機関

００００

評Ｉｉｌｉ

代表者

1０．５１0０

００

2１．１

その他

(出所）外務省経済協力局（2000)、（1999）；国際協力銀行（2000）；海外経済協力基金
（1999）；国際協力瀬業団（2000)、（1999)よI)筆者作成。一のⅥ
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おり、６年以上経過してから評価したものは

６事業にすぎない。

事業の規模・性格や評価の趣旨によって評

価を実施すべきタイミングも異なると考えら

れる。植林事業などで資源が持続的に管理・

利用されているかどうかを見極めようと思え

ば、１０年、２０年と時間力経過してからの評価

がよいと考えられる。

しかし、逆に時間が経過しすぎると外部条

件や制度的枠組みの変化などプロジェクト外

の要因が大きくなり、プロジェクトの持続性

や効果を評価することが困難となる。現状で

は評価実施のタイミングは十分に考慮されて

いないが、個別の評価案件を被み上げること

により、事業の性格に合わせた適切な評価タ

イミングを設定することが重要である。

なお、本論文では第三者評価をプロジェク

トの終了後評価に絞って議論しているが、事

業実施中も含めプロジェクト・サイクルのあ

らゆる段階を第三者の評価対象とすることは

可能である。しかし、現実的には事業終了後

に、その成果・結果に基づき第三者評価を行

い、その教訓を現場へフィードバックするこ

とが有効であろう。

三者評価を行っている事例も観察されるが、当

該事業を実施している機関と利害関係にある

場合には、中立性の観点から疑問がある。

実施機関における第三者評価をみる限り、

そこには明確な第三者の定義は読みとれない

が、専門住と中立性ということを第三者住の

中心にすえるべきであろう。

知皿凹、②、■幻、。》沮由叩叩一閃四回剤且咀⑪■岡円ら。ｑ幻、■ｚが別や、□抑■呵却』渦・ユＱＵＵヨジ６勺８■；も『Ｆ９戸』月□弓岱。、胡ご恥幻で８旧心ＱＰｒＣ哺別急．Ｆ‐息うちわだ、Ｊ０．、可咀９●・ＣＩＩ。，’１。。；ｑＴＮ４１ｏＯｊ８ｏＩ０Ｉ９．□…０。■Ⅱ，。；Ｐ

(2)評価対象とされた事業

実施機関による第三者評価の対象事業とし

てどのような案件が選ばれているかを、表２

に示した。ＪＢＩＣ（１日OECF）案件では当然な

がらインフラ案件が多いが、それ以外では環

境、社会開発、貧困といった社会的広がりを

もった案件が多く選ばれている。

現状では実施機関における第三者評価の数

は多くなく、ある意味で外部受けのよい案件

が選ばれているとも言えようが、今後は可能

な限りすべての案件をカバーすべきであろう。

(3)評価のタイミング

図１にプロジェクトの第三者評価が行われ

た時期を示した。評価対象３８事業のうち、終

了前および終了直後に行われたものが11事業、

1-2年後が１０事業、3-5年が11事業となって
図１評価のタイミング

表２評価対象の事業分野 卯■Ｂｋ

砲

目■功

０
８
６
４
２
０

↓

61Ｔ■o卒I2m。.S卒0匁以上

(i主）評(ili時の事業終了後年数を表した。複数事

業評価の場合は、全ての事業が終了した年

を基準とした。

(出所）表１に同じ。
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(出所）表１に同じ。
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厄恩司 鑿
露 蕊 篭 鱗

鑿

事業分野 評価砺業数

イン７ フ 1０

環境 ７

社会１W！発 ７

技術・人村 ７

貧困 ４

農業 ２

観光 1

計 3８
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表３第三者評価におけるＤＡＣ５項目および数値評価

（

Ｉ

（％以外は躯業評価数）

５項目のうち４項目以上使用しているものを「使用｣、それ以外を「不使用」とした。

ＤＡＣ５項目を使用した（しなかった）うち、各項目を使用した事業評価数の割合。

ＤＡＣ各５項目を使用したうち、数値評(､iを行った事業評価数の割合。

(注）１．

２．

３．

(出所） 表１に同じ。

０

１
０
０

日本の学問状況や知的伝統の中では、ＯＤＡ

評価に限らず、学際的なアプローチが必要と

される分野が新たな学問領域として形成され

ことは難しい。特に大学（研究型）における

研究者は自らの狭い専門性を磨くことが求め

られ、ＯＤＡの評価といったことは「応用」あ

るいは「余技」にすぎない。逆に、専門住な

しにＯＤＡ評価を行っても評価の質を維持．向

上させることは不可能である。

筆者らの専門分野である環境経済学を例に

とると、途卜圃の開発と環境をめぐるいわゆ

る環境クズネッツ曲線に関する研究（５）や仮想

的市場手法（ＣＶ）による健康便益の評価手

法の進展はめざましい(`)。こうした専門的知識

や専門的技術なくして今後の国際環境協力を

評価することは難しい。

’111題は専門.性と総合性という、古くて新し

い問題である。多くの日本の大学における総

合.性・学際性(7)への実験がやがてスタッフの

専門住への回帰となり、結果として学生にの

(4)第三者評価における専門性と総合性

表３に第三者評価がどのような評価基準を

使っているのかを、ＤＡＣ５項目の採否を中心

に示した。分類では、ＤＡＣ５項目のうち４項

目以上を採用しているものを一応ＤＡＣ５項目

使用とした。表より、ＤＡＣ５項目使用は

342％と約３分の１であり、多くはそれぞれ

の専門的i12点からの独自な基準・方法による

評価であることが分かる。

確かに独自な基準や独自な方法に基づく評

価に対しては、「個々のプロジェクトや評liliの

手法とか基準といったことにあまりとらわれ

ず経済協力を大局的な観点から把握し、改善

すべき点を指摘し、傾聴に値する意見を述べ

たものが多い」（赤塚・猿渡1992,ｐ７）との

意見もある。しかしこのことは同時に、従来

の多くの苑三者評llli（有職者評｛ui）がしっか

りとした評lmi手法に基づかない、積み上げの

困難な議論をしてきたことの証明でもある。

ＤＡＣ５項目の使用
α】 (％） ＤＡＣ５項目 各項目使用 (％）、 数値評価 (％）、

使用 1３ 3４．２

効率住

目標達成度

インパクト

妥当住

持続住

1１

1３

1３

1２

1３

8５

100

100

9２

100

３

４

３

３

３

2７

3１

2３

2５

2３

不便用 2５ 65.8

効率住

目標達成度

インパクト

妥当性：

持続性

０

６

３

２

４

０

2４

1２

８

1６

４

３

０

２

6７

100

０

5０
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替案の評価基準としては最も確立した地位に

あり、インフラ整備プロジェクトの評価をは

じめ広く利用されている。

費用便益分析は市場で取り引きされない財

の評価に難点があるとされ、産出面を物量ター

ムで把握する費用効果分析の有用性が主張さ

れた。しかし、近年の表明選好アプローチに

基づくＣＶ法の急速な進歩により、直接的に
人々のＷＴＰ（支払意志額）を推計する方法

が開発され、社会的便益の計iilll可能注が広が

り、費用便益分析の適用可能性もまた広がっ

ている（MendelsohnandShawl996,Bate

manandWillisl999)。

したがって専門住に裏打ちされた単一基準

を軽視してはならないが、いずれにしろ、こ

うした手法は投入額と産出額（あるいは物理

的産出効果）の比較であり、効率性基準であ

る点が重要である。経済学におけるオーソドッ

クスな評価基準をとっても、そこには効率性

基準と同時に公平住基準が存在する。さらに

環境経済学における重要な基準は持続住であ

る。ブルントランド委員会リポート（ＷＣＥＤ

1987）のように持続住を世代間の公平住とし

て定義する解釈もあるがｎｏ)、生態的安定性等

を考慮すると持続性は独自な基準として解釈

すべきである。

現実の政策やプロジェクトは、多様な価値

観を待った社会を対象にしており、さらに時

間軸の異なる自然や環境に影響を与えるもの

であり、その評価は多基準分析（ＭＣＡ）とい

う総合的手法を採用することが必須である。も

ちろん、多基準に何と何を含めるのか、各評

価基準のウェイト付けの不確実性をどのよう

に処理するのかと言った多基準評価に特有の

問題を待つい)。

以下では、ＯＤＡ事業評価において最も多く

の適用事例が存在する多基準評価手法である

ＤＡＣ５項目評(ｍに焦点をあて、問題点と共通

フレームの形成条件を明らかにする。

み総合性・学際住を強要するという惨めな結
果を招いたように、総合住への有効な回答は
ない。

しかし、研究者が専門を深めつつ専門を突

破するという「個人学際｣、「個人総合」への
飽くなき努力を続けつつ、研究者の孤独な営
為をネットワークで支える学際学会を強化す
ることは一つの方策であろう。既存の大学に

多くを期待し得ない状況では、大学や組織を
越えた研究者の共同体である学会の役割は大
きい。

こうした筆者の観点からすると、ＯＤＡ事業

評価の向上のためには、個々の研究者の専門

性と総合性の橋渡しの努力と国際開発学会な
どの学際学会におけるそうした知的営為の支

援と轍み上げが重要である。そのためには、

様々な専門を待つ研究者の間で共有できる評

価フレームを形成し、様々な専門性をふまえ

た様々な評価手法やその成果が衝突・交流す

る場を作ることが何よりも大切である。

次に、共通した評価フレームの形成という

観点から、ＤＡＣ５項目をどのように具体化し、

学術研究の対象に据えるのかを議論する。
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２．プロジェクト評価とＤＡＣ５項目

(1)単一基準（専門性）と多基準評価（総合

性）

筆者らの専門領域である環境経済学の観点
からプロジェクト評価をみると、そこには費

用便益分析（ＣＢＡｏｒＢＣＡ）や費用効果分析
(CEA）という膨大な研究蓄讃が存在する(8)。

開発プロジェクト評価で多用される内部収益

率（IRR）や経済的内部収益率（EIRR)I，）

といった分析手法も、費用便益分析に伴う社

会的割引率（ＳＤＲ）の決定という難点を回避

した手法である。

専門的学問体系に裏打ちされた単一基準は、

共通の尺度で事業を評IlUjするものであり、単

純かつ明快な基準である。例えば、費用便益

分析は貨幣という共通尺度でプロジェクトの

投入と産出を比鮫するものであり、複数の代

(2)ＤＡＣ５項目における評価デザイン

1991年１２月、ＯＥＣＤ・ＤＡＣ上級会合は、
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手段、方法、期間、費用の適切

度の評価

インパクト：事業によるあらゆる効果（負の

効果を含め）の評価

侍続性：援助終了後の案件継続性の評価

評価を実施する際に依拠すべき原則（評価原

則）を採択した。妥当性（Relevance)、目標

達成度（Effectiveness)、効率性（Effi‐

ciency)、持続性（sustainability)、インパク

ト（Impact）である。各項目は以下のように
定義されている。

これら５項目により、プロジェクトの様々

な要素を有機的に評価することが可能である。

研究機関、援助実施機関等は、ＤＡＣ５項目

に基づく様々な評価デザインを作成している。

以下ではその代表的事例であるＦＡＳＩＤ（国際

開発高等教育機構）とＥＵ（欧州連合）・

EuropeanAidの評価デザイン図を検討し、そ

の問題点を明らかにする。

図２にFASIDによるＤＡＣ５項目に基づく

評価マトリックスを示した。ＦＡＳＩＤは評価と

妥当性：被援助国・受益者・ドナーの

ニーズおよび政策に対する妥当

性、および活動の目標に対する

一貫性の評価

目標達成度：当初の目標に対する達成度、ま

た達成可能性の評価。さらにそ

の達成において影響を与えた諸

要因の評価

効率性：目標を達成するために採られた

(FASID）

妥当性

(RcIewnce）

図２ＤＡＣ５項目による評価

目楓逮成度インパクト

（EffecIiveness）（lmpucI）

持続性

(Su5Iainabilily）

効率性

(Efficiency）
上
位
目
標

事
業
目
的

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

イ
ン
プ
ッ
ト

(出所）ＦＡＳＩＤ（1998）をもとに筆者作成。

援助終了後被
援助国機関によ
るプロジェクトの

継続､発展の秤
価□

プロジェクト期

間中の社会的、
政治的変化を考

慮に入れた上で

彼援助国･受益
者･ドナーのニー

ズおよび政策に
対する妥当性、
および活動の目

標に対する－頁

性を評価する。
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いう観点からプロジェクトの主な要素として

上位目標、事業目的、アウトプット、インプッ

ト（事業活動）の４つを抜き出し階層化し、

５項目がそれぞれプロジェクトのどの階層間

を評価対象としているかを示した。この評価

マトリックスはプロジェクトの要素とＤＡＣ５

項目の関係を概観する際に便利であり、日本

で最も普及している評価デザインである。し

かし、実際のプロジェクトを評価する際には

主に２つの問題点がある。

第１に、妥当性および持続性の評価基準が

明確ではない。効率住、目標達成度、インパ

クトはそれぞれ２階層に対する評価基準であ

り、２階層間の１対１関係の評価を行うとい

う点で、明確である。しかし、妥当性、持続

住はプロジェクトの３階層あるいは４階層全

てに関係する評価項目であるとしている。プ

ロジェクトの要素に関し広い評価範囲を設定

することは、基準の多義的理解を生む。

第２に、インパクト評価はプロジェクトに

よるマイナス効果も含むが、これはインパク

トが事業目的および上位目標を捉えることと

背反する。なぜなら、当然排除すべきマイナ

スのインパクトは、そもそもこうした評価マ

トリックスによる上位目標に入り得ないから

である。このことから１対１対応の評価基準

においても、全体的な評価デザインから検討

すると問題がある。

以上の２点より、実際に評価を行う際には

FASIDの評価マトリックスが有効であるとは

必ずしもいえない。

次にＦＡＳＩＤの評価デザインとは異なるEur‐

opeanAidCo-operationOfficeの評価図を図

３に示した。この図では、評価をプロジェク

ト実施のログ・フレームと対応させ、ＤＡＣ５

項目を実施プロセス間の「リンク」として捉

えている。ログ・フレームには、現地でのプ

ロジェクト実施前であるプロジェクト・デザ

インおよび準備、手段が含まれ、以降インプッ

ト、アウトプット、事業目的、上位目標と続

小●ワ】△丑叩沮が岡。■制毎発】山「ぬ（電口】角一弧イ旧口剴野已口『剖甜Ｊ頁『出鍬二「のｕ６℃全科ロ虹一個『ｎ口■３個Ｃ・鈴でｊラマ巳今１ムミ『。臼『Ｑ１打Ｊ〕収．ｊ寓刈・虹矼へ竃●」ｗｄ咄附。▼一泄咀ｉ雇評》乳竃β「面』・〃の泪乙引気一心ｌⅦ‐〈や～；’９．．，，：‐‐・・｜，！．§、Ｉ１Ｊａ０‐ｉづ１－．幻！。β‐、０．６０．１：６；…．

図３プロジェクト・フレームとＤＡＣ５項目（EuropeanAid）
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(出所）EuropeanAidCo-operationOffice(2001）
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するためにはそれぞれの基準の具体化＝方法

論を論じなければならない。
〈。

また、EuropeanAidはそれぞれの段階にお
けるプロジェクト実施者の制御可能性につい

ても示している。目標達成度までの段階がプ
ロジェクト・スコープ内で可能としているの

に対して、上位目標とのリンクであるインパ

クトと持続性はコントロールの範轤外、つま

り、事業スコープを超えた部分を含むことを

示唆している。

EuropeanAidによる評価フレームは、プロ
ジェクトの階層住に基づきＤＡＣ５項目を簡潔

に連携させている点で、非常に明解である。し

かし評価基準を個別に検討すると、問題点が

うかび上がる。

まず第１に、この評価フレームにおける妥

当性はプロジェクトの準備段階を評価対象と

しており、インプット・アウトプットに関し

ては妥当性評価が及ばない。

第２に、上位目標へのリンクはインパクト

および持続性によって評価すると設定し、両

者の区別をしていない。インパクトと持続性

が同質的に扱われることは、ＤＡＣ５項目に基
づく評価の意義自体が問われる問題である。

以上のようにＤＡＣ５項目に基づく評価デザ

インは、プロジェクト実施フレームと関連づ

けて作成される場合が多いが、各項目の評価

段階および範囲は、必ずしも一様ではない。
また、ＤＡＣ５項目によってプロジェクトが

内包する全ての要素を評価できるわけではな

い。例えば公共事業の場合、便益の分配、つ

まり公平住は非常に重要な検討要素である。

特にＯＤＡプロジェクトにおいては、プロジェ

クト実施による受益者間、受益者・非受益者

間の公平住を的確に評価する必要がある。

ＤＡＣ５項目では、インパクト評価で公平性の

部分的な検討が可能といえるが、その重要度

を考慮すると現在のＤＡＣ５項目内での公平性

評価は十分ではない。

こうしたＤＡＣ５項目評価の問題点を検討し

た上で、５項目を中心とした基準フレームを

設定することが最も現実的なアプローチであ

ろう。しかし、言うまでもなくＤＡＣ５項目は

基準論であり方法論ではなく、評価論を展開

(3)各項目における評価アプローチ

ＯＤＡプロジェクト評価においてＤＡＣ５項

目は具体的にどのように用いられるべきなの

だろうか。ＤＡＣ５項目の評価方法を各項目に

ついて検討する。

評価順序は一般的に、目標達成度、効率

性、インパクト、持続性、妥当性が適切であ

る。まず、プロジェクト成果について目標達

成度、効率性基準で客観的評価を行い、イン

パクト基準により事業スコープ外で発生した

影響を評価する。そして、事業終了後の事業

成果の継続性について持続住基準で評価をし

た後、最後にプロジェクト立案・実施が適切

であったかどうかを妥当性で判断する。

本稿においても以上の順序でＤＡＣ５項目に

よる評価方法を検討する。なお、持続住評価

に関しては論点が多くより丹念な検討が必要

なため、別に詳しく述べる。

■
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(4)目標達成度

目標達成度分析は、事業の成果が目標に対

して十分なものであったかどうかを判定する

もので、数値目標に基づく定量的評価が重要

である。基本的に目標達成度は、事業デザイ

ン時の目標数値（レベル）に対し、事業終了

時にどれだけ達成できたかを評価することに

尽きる。非常に明解なプロセスであるはずだ

が、筆者らが行った実際の評価においては以

下のような問題点に直面した。

第１に、事業目標の把握が必ずしも容易で

はない。事業目標は本来、事業期間内に達成

可能な項目を設定すべきであるが、援助機関、

被援助国のニーズの多面化などにより綣花的

な事業目標設定や、上位目標の混在が住々に

して見受けられる。また、事業目標の客観的

な判定指標がない場合も多くある。事業目標

を的確に把握するために、適切な事業スコー

プの設定、事業目標の定鑓化が必要である。

１
１
１
１
１
‐
「
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非経済的効率性をどのように評価するべきか

という議論は極めて少ない。
第２に、事業の実績を示す定量データが不

足している。これは目標の定量化とも関係す

るが、実績評価においても客観的な情報に基

づき評価を行うことが重要である。こうした

データの蓄積はあらゆる事業の実施において

も不可欠なもので、モニタリング実施やモニ

タリング能力の技術移転等も事業スコープに

入れ、事業実施中の定量データの把握に努め

るべきである。

第３に、定性的な目標項目をどのように扱

うかという問題である。これは特に近年増加

傾向にある社会開発等のプロジェクトについ

ていえる。定性的目標に対する達成度の判定

は評価者の主観に頼るところが多く、この場

合、評価が共通の土台で行われることは困難

である。しかし、専門的技術を評価方法に適

用することにより、定性的目標の定量化を進

めることは可能である。先に述べた環境経済

学におけるＣＶ法の発展はその一例である。こ

の点からも、事業の評価デザイン時から専門

的知識．技術を活用していくことが重要であ

る。

(6)インパクト

インパクトは評価範囲が必ずしも一義的で

なく、５項目の中で持続性と並んで評価が困

難な基準である。筆者らは、インパクトのス

コープには２つの異なるレベルにおける捉え

方があり得ると考える。

図４に、３つのベクトルによるプロジェク

ト・スコープとインパクト・スコープの関係

を示した。３つのベクトルとは、時間的な経

過（ＴＩＭＥ)、目的・目標に対する成果の発展

(ＯＵＴCOME)、事業成果の地域的広がり

(AREA）を指す。このうちＴＩＭＥ、ＯＵＴ・

ＣＯＭＥ上位目標への到達度と関連し、ＡＲＥＡ

は波及効果と関連する。プロジェクト・スコー

プはそれぞれ事業期間、事業目的、事業対象

地域にとどまる。それに対しインパクトは、事

業終了後のより長い期間に得られる効果、す

なわち上位目標への到達度、あるいはより広

い地域への事業成果の波及などを評価対象と

する。

ただし、上位目標への到達度を中心とした

インパクト評価においては、２つの基本的な

再旧師円周駿切■■氏ヨ里刺勇碓派、寛掛靭閃■句聡憩菖狙周温隼凝固ｗ司滝■沢可鴬如月幼〆鮒包【甸弼四列５週哺副『一ｎＵｄの〉β苧元で祖『ぐむ勾鎧Ⅲ七巴＆壇・可●剤閲誼Ｑ４沁狛『⑱俺旧甸凸句弓やご開．引刈ゴマ】和』宙心剥Ｃ１乳Ｊ１⑪〆可。別・心岫Ｕ七．Ｉ已如や、，１ｍ：ｂ・ｊ‐、『；・ゥ’折、‐・汽〆『’。‐ぬ．…の。』毎．．’・汎心Ｊ■．’『高ＩＪＤｑＪ－．、．、伯８国。、｜、

(5)効率性

効率住は、事業が効率的に運営、実行され

たかを評価するもので、特にインプット・ア

ウトプットの比較を行う。２．(1)で例にあげ

たように、費用便益分析や（ＣＢＡｏｒＢＣＡ）

費用効果分析（CEA)、内部収益率（IRR)、

経済的内部収益率（EIRR）等が代表的な経

済的効率性を評価する手法である（Board

manetaL199aSquirel992,Squireandvan

derTakl995)。

また、複数事業を含むプログラム評価では、

プログラム目標に対しプロジェクト間の連携

が効率的になされたかなども効率･性評価の対

象となる。さらに、インプットの時期やその

量・質の評価なども、効率性基準で評価可能

である。

以上のうち、経済的効率`性評価手法は多く

の専門的蓄横があり、方法論的にも洗練され

てきている。しかし、プロジェクトに関わる

図４インパクトのスコープ（１）

ⅥＭＥ
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してではなく、波及を中心に定義することは

可能であろう。表４に筆者らの行ったインパ
クト評価事例を示した。これはインパクトを、

プラス効果・マイナス効果、予期された効果・

予期されなかった効果に分け、検討を行うも
のである（FASID1998)。予期されたプラス

のインパクトは事業目的として捉えられるべ

き項目である。インパクトは「事業によるあ
らゆる効果の評価」と定義付けられるが、予

期した効果は事業スコープ内で発生するもの

であるため、目標達成度で評価されるべきで

ある。また、予期されたマイナス効果は事業
計画の審査時に排除され、このマトリックス
によるインパクト評価には表れないはずであ
る('2)。したがって、表４のマトリックスによ
るインパクト評価もまた、スコープをどう捉
えるかという根本的問題を抱えている。

以上のように、インパクト分析は評価者の

設定するスコープに大きく依存せざるを得な
い。そのため、目標達成度、持続性などとの
混同に陥りやすい。また逆に、事業デザイン
を工夫することで、他のＤＡＣ評価項目での分
析が可能な領域であるとも考えられる。イン
パクト評価分析の有効性については、さらな

る検討が必要である。

問題が存在する。
第１に、上位目標そのものが明確に示され
るわけではなく、地域住民の生活向上、資源
の持続的な利用といったように、あいまいな
記述しかされないことが多く、そうした場合
には上位目標は評価の尺度にはならない。ま
た、すでに述べたように、実際の事業デザイ
ンでは事業目的と上位目標の混在がしばしば
起こるため、目標達成度とインパクトの評価
対象が明確に区別できない場合が生じる。
第２に、上位目標への到達度は、インパク
トの評価と同時に持続性の評価においても対
象とすべきことであり、より明確に上位目標
への到達度を評価するのであれば、持続性基
準に基づく評価の方が適切である。すでに論
じたEuropeanAidのログ・フレームがインパ
クトと持続性を同じ位置づけをしているのは、
この点で論理的な理解ができる。

このように上位目標への到達度をインパク

トで評価することには困難が伴う。したがっ
て筆者らは、インパクトが評価対象とする上
位目標への到達度、波及効果のうち、上位目
標への到達度の評価は、次項で扱う持続住基
準において行うべきであると考える。
次に、インパクトを上位目標への到達度と

■
１
１
１
１
１

表４インパクトのスコープ（２）
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(出所） アラパリ山地植林事業評価におけるインパクト評価より筆者ＩＦ戒。

予期された効果 予期されなかった効果

プラス

マイナス
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該途上国や地域における適合住を検討するも

のである。

(7)妥当性

妥当性評価においては、プロジェクト、プ

ログラム、ポリシーという３つのレベルを区

別すべきである。しかし実際には、プロジェ

クト評価ではなく、政策評価的な畿論が行わ

れやすい。例えば、個別の環境保全プロジェ

クトの評価と環境保全政策の評価は異なる。

第三者評価においても、政策上の優先度に

基づき妥当性を評価しているケースが多い。政

策の有効性と個々のプロジェクトの妥当性は

必ずしも一致しない。プロジェクトの妥当性

評価を適切に行うためには、妥当性基準がプ

ロジェクト実施のどの範囲をカバーするのか

を再検討する必要がある。

筆者らは、メキシコ・モンテレイ上下水道

事業評価（松岡・河内2000）において、妥

当性評価に必要性、合理性、適合住という３

つの評価基準を設けて具体化を試みた（表５

参照)。まず、必要性基準は、当該事業に対す

る社会的ニーズの強さや大きさを検討するこ

とにより、事業の妥当性を評価する。合理性

(一貫性）基準は、事業の目標力評価時におい

ても有意義かどうか、事業の成果が全体目標

と一貫性があるのかどうか、事業の成果と効

果に一貫性があるのかどうか等を検討する。適

合性基準は、事業が採用したアプローチの当

３．持続性評価のアプローチ

(1)持続性のスコープ

すでに述べたように、持続性はインパクト

と並んで評価基準の具体化あるいは方法論が

十分に整理されていない項目である。プロジェ

クト評価における持続性のスコープは、図２，

図３で示したように、非常に広範なもので、明

確な評価基準の認識がいまだ確立していない。

しかし実際に第三者評価で行われている持

続住評価は、事業終了後の財源確保、供与機

材の維持管理などにとどまる場合が多く、評

価範囲が十分でない。確かにこれらは持続住

評価の対象ではあるが、持続性の－側面に過

ぎない。持続住評価の基本は上位目標への到

達可能性の評価にあると考えられるが、すで

に述べたように卜付曰標自体があいまいなこ

とが多く、持続性評価分析を困難にしてい

る。

以下では、筆者らが2000年度に行ったイン

ド・アラバリ山地植林事業・第三者事後評価

（国際協力銀行による円借款事業)(13）をもと

に、持続性評価の具体的な方法論について論

窃的以収心門苓〆田“、■・巫司ご虚一，四曲弧、則呵免刊〈旨坊殿冊．おび一段Ⅳ、年小』１，沖．〃・『餌・屯只生四則盟艶弧和代声』ロ〃僧よ．囚匁胆式屯、○℃釣口醇和小ぷび、弧・Ｆｂ爪．③７．心→毛Ｐ『』『ＤＪグ．心ｂＣ１、酔冗【．、。『１９．，．。
表５メキシコ・モンテレイ上下水道事業評価における妥当性評価の具体化
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(出所）松岡・河内（2000）より筆昔(乍成

評価

項目

項目の

具体化
評｛､ｉ基準 評価内容

妥当性

必要性

合理性

適合性

当該事業に対する社

会的ニーズの強さ、

大きさ

事業目標が有意義か

どうか、事業の成果

と全体目標の－F｢性

蛎業の当該j余1便lに

おける優先ｌ１１ｆｉ位

･水質規制の大幅な緩和により二次処理を行う必要性が減少

･先進国水準を目指したモンテレイの処理施設は適切なしべ

ルとして肯定的に評価されるべき

･水質基準の緩和により、緩和以前の水質基準によった本事

業の目標が現時点においても有効とは必ずしもいえない

・下流への水供給が十分に機能していない

・メキシコの発展段階を考慮すれば、環境保全を目的とした

下水処理場建設という本事業は、メキシコに適合的な率業

であると評価できる
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じる。

(2)アラバリ山地植林事業の持続性評価手法

図５資源の持続性と組織の持続性（概念図）

贋
揮
の
押
腫
症
寸
土
〃
早
）

アラパリ山地植林事業は、インド北西のラ

ジャスタン州に位置するアラパリ山地の森林

回復およびそれに伴う地域住民の社会経済条

件改善を目的とした社会林業（community

forestry）案件で、総面概約１５万ヘクタール
の植林事業を中心としたものである。本事業

は１９９２年３月に開始され、2000年３月まで

実施された（貸付実行期限の延長を含む)。

筆者らは環境効果および経済効果評価を担

当し、ＤＡＣ５項目に基づいて評価を行った。

以下では、この評価事例で開発した持続性評

価の方法について述べる。

すでに述べたように、持続性評価基準は多

義的にならざるを得ない。しかし逆にいえば、

適切な複数の基準を設定できれば、評価の方

向性を明確に定めることができる。筆者らは、

持続性評価基準として、組織の持続性と資源

の持続性という２軸を設け、持続性評価を試

みた。

このアプローチは、２つの軸における指標

を事業の特性に合わせて設定することにより、

植林事業のみならず、環境案件一般、社会開

発案件等においても有効に機能しうる。なぜ

なら、そもそもあらゆる事業にはその事業目

的を遂行するための維持・管理という組織的

側面と、事業目的そのものであるサービスや

管理を受ける施設・システムという側面が存

在するからである。例えばコミュニティーを

ベースとした水産資源プロジェクトには、漁

業組合の形成といった漁業者の組織的側面と、

管理対象となる水産資源の状態という２つの

側面がある。

佃盆のＲ０剰史（■舍包の出12百ＦＵＷｎｎＣニン"￣図

(出所）筆者作成

間の延べ会議出席者数をメンバー数で除した

もので表した。縦軸の資源の持続性は、植林

した樹木の生存率をとり、それぞれを平均値

をもとに類型化すると本事業における持続性

は４タイプに分けることができる。

組織の持続性、資源の持続性がともに高い

タイプがＡ、組織の持続住は高いが、資源の

持続性は低いタイプがＢ、組織の持続住、資

源の持続性がともに低いタイプがＣ、組織の持

続住は低く、資源の持続性は高いタイプがＤ

である。最も望ましいタイプはいうまでもな

く２つの持続性が共に高いＡであり、逆に４

タイプのうち最も低い評価が与えられるのは

２つの持続`住が共に低いＣである。

アラバリ山地は南北に連なる山系で、北部

の代表的な地区はジャイプールであり、南部

の代表的な地区はウダイプールである。この

２地区のＶＦＰＭＣ・植林地を先に述べた２つ

の持続性指標に基づきプロットしたところ（図

６参照)、２地区の明確な差が観察された。

すなわち、図７に示した生存率では、ジャ

イプールの平均値は71.6％、中央値は71.1％

であり、ウダイプールの平均値は57.7％、中

央値は57.3％であり、大きな差がある。図８

に示したＶＦＰＭＣのアクティピテイでは、ジャ

イプールの平均値は0.7、中央値は0.3であ

り、ウダイプールの平均値は2.4、中央値は

１．９である。このように、ジャイプール型

ＶＦＰＭＣとウダイプール型ＶＦＰＭＣは資源

（生存率）軸と組織（ＶＦＰＭＣのアクティビ
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(3)資源の持続性と組織の持続性

アラパリ山地}笹i林事業事後評IHIにおける２

つの指標に基づく持続性評価の概念を図５に

示した。横軸の組織の持続性はＶＦＰＭＣ（森

林保遡委員会)(Ｍ１のアクティピティ度とし、年
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図６アラバリ山地植林事業における持続‘住評価
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図８ＶＦＰＭＣアクテイピテイ
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(出所）松岡池（2001）

(4)プロジェクト特性テイ）軸において明確に異なる。

つまり、ジャイプールは資源の持続住は高

いが組織の持続住は低〈（タイプＤ)、ウダイ
プールは組織の持続性は高いが資源の持続住

は低い（タイプＢ)。この分析に必要なデータ
がとれたのはチットルガー（ジャイプールと

同傾向を示した）を含め事業対象12地区中３
地区だけであったが、ジャイプール型とウダ

イプール型という類型化には有効性があると

考えられる。

プロジェクト評価の際、対象地域すべてに

ついて分析を行うのは困難な作業であるが、２

地区に関しデータ分析による類型化を行うこ
とによって、本事業の持続性が抱える問題を

把握することができたことは非常に重要な点

である('５)。

さらに上述したジャイプール型ＶＦＰＭＣ、ウ

ダイプール型ＶＦＰＭＣ類型化の結果がどのよ

うな要因によるのかを、プロジェクト関連特
性および地域の社会経済特性に着目して検討

する。

まず、プロジェクト特性要因によって２つ

の持続性類型化について考える。

図９にＶＦＰＭＣの規模（メンバー数）を示

した。ジャイプール型ＶＦＰＭＣは平均値188.4

人（戸)、中央値100人、ウダイプール型

ＶＦＰＭＣは平均値23.4人、中央値１０人と大

きな差があり、ジャイプール型ＶＦＰＭＣはメ

ンバー数が多く、ウダイプール型ＶＦＰＭＣは

少ない。一般的にはメンバー数が多くなるほ

ど、個々のメンバーの会議などへの参加モチ

ベーションは低下すると考えられる。したがっ

てジャイプール型ＶＦＰＭＣは適正規模を越え

ているためアクティピティが低く、ウダイプー

ル型ＶＦＰＭＣは適正規模内であり、アクティ

ピティが高いと考えられる。

図１０にメンバーｌ人当たりの植林面横を示

した。ジャイプールの平均値はｑ４ｈａ、中央
値はｑ３ｈａであり、ウダイプールの平均値は

４．４ｈａ、中央値は４．５ｈａである。１人当たり

植林面積は１人当たり利用可能な牧草量を示
すものである。単純に言うと、ウダイプール
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図９ＶＦＰＭＣの規模
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図１０ＶＦＰＭＣ１人当たり植林面積
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１農家当たりの農地面積では、ジャイプー

ルは３．１ｈａ、ウダイプールはＬ６ｈａである。

図１１に所有規模別農家の割合を示した。所有

腱地１ｈａ未滴の農家比率は、ジャイプールは

29.0％、ウダイプールは50.0％である。また、

トラクター１台当たり農家戸数では、ジャイ

プールは１５．２戸、ウダイプールは１１４８戸と

7.6倍の差がある。潅概農地の比率では、ジャ

イプール44.1％、ウダイプール19.6％であ

る。

これらの数字から、ジャイプールでは都市

化が進み、１農家当たりの農地面機も大きく、

農家の経済力は相対的に高く、森林（植林

地）依存度はそれほど高くないことが予想さ

れる。一方、ウダイプールでは農村人口が多

く、指定部族の比率も高く、１農家当たりの

農地面機も小さく、農地からの収入が不十分

であるので、アラバリ・プロジェクトによる

植林地での牧草収穫に強く依存する傾向があ

ると推定される。

以上の事業特性および地域特性の違いによ

り、ジャイプール型ＶＦＰＭＣとウダイプール

型ＶＦＰＭＣにおけるメンバーのＶＦＰＭＣ活動
インセンティプは、ジャイプール型ＶＦＰＭＣ

より１０倍以上大きいと言える。

以上から事業特性について次のようにまと

められる。ＶＦＰＭＣ（メンバー数）の規模の大

きさはアクティピティの高さに反比例し、メ

ンバー１人当たり植林面獺の大きさはアクティ

ピティの高さに比例するため、ジャイプール

型ＶＦＰＭＣのアクティビティは低く、ウダイ

プール型ＶＦＰＭＣのアクティピティは高い。

(5)地域特性

ここでは、地域特性要因と持続性の類型化

の関係を検討する。

人口構成に関しては、農村人口比率はジャ

イプール60.5％、ウダイプール82.9％で、相

対的にジャイプールは都市化が進んでいる。ま

た、貧困な指定部族人口の比率はジャイプー

ル11.3％、ウダイプール36.8％で、これらの

人口比率はウダイプールがジャイプールを大

きく上回っている。

}'

ob

図１１農地所有の規模

(外）
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(注）地区総膿家数に対する規模BIl腱家数の比率

(出所）松岡ＩＩＬ（2001）
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出むけ

型ＶＦＰＭＣの違いは合理的に説明できる。両

特性の関係は、地域特性の違いにより事業特

性が生まれたと考えられ、より繊密な地域特

性の違いを踏まえた植林サイトの設定、

VFPMCの組織化などといった地域毎のアプ

ローチを設計すべきことを示唆している。

し、専門性との関係を考察した。本論文の主

要な結論は以下の４点である。

第１に、事業評価の総合住を考えたとき、

ＤＡＣ５項目を共通の評価フレームとすること

が最も現実的かつ有効である。

第２に、５項目基準それぞれのスコープ、定

義に関しては、より一層の検討が必要であり、

とりわけインパクトと持続性に関しては明確

にすべき点が多い。

第３に、５項目はあくまでも基準論であり、

５項目を共通フレームとしていく際には、そ

れぞれの評価方法について具体的に検討して

いく必要がある。特にインパクト、持続住、妥

当性に関しては、方法論の開発が必要である。

第４に、持続性分析の方法として、本論文

は社会林業案件の事例に基づき、組織の持続

性と資源の持続性という２指標による新たな

評価方法を展開し、その有効性を確認した。

F~●

！
11■

(6)２指標による持続性評価の有効性
一｡

Ｉ
組織の持続住と資源の持続性という２指標

による持続性評価方法を、アラパリ山地植林

事業・第三者評価における筆者らの分析事例

により説明した。

従来の多くの持続･住評価は、事業終了後の

財源確保や維持・管理といった非常に限定さ

れた範囲に終始するか、不明確な.卜付日標と

の関係で極めて概説的に論じられるという限

界があった。こうした限界は、持続性を客観

的データにより分析する方法論が欠如してい

たことに起因するものである。

本稿は従来の限界を突破するため、組織の

持続性と資源の持続性という２指標による持

続性分析方法を提示し、これによりプロジェ

クトの要素を多角的に捉え、持続性について

の問題点を浮き彫りにすることが可能である

ことを示した。

こうした持続性評価方法は、管理・運営す

る組識と、その組織に管理される対象あるい

は成果物が存在するあらゆる分野の援助事業

評価に適用可能である。持続性分析の具体化

により、持続性分析の評価基準が明確になり、

事業の持続性をより的確に判定でき、事業が

抱える問題の根源を把握することが可能とな

る。

(2)ＤＡＣ５項目評価の共通フレームに向けた

課題

氏劉回開『口別囲襲釦扣箇可〕割憲司『三部恥．』妬』温和刈包泪明一Ｗ割野辿昴凹設哩唖『舞躯口乳柧盟呵皿矧屯捌冴日刊唖ら」》餌刑空則換ゆ＄べ‐Ｌ耶一‐似》…◇一ｍ‐。。、‐、。曙五コ『ｐ曲『汀匁午Ｕ●田叶角型戸邨餌列千，０２イヨＰ一コマ⑰

本論文はＤＡＣ５項目を共通フレームとして

採用する際に検討すべき問題点を、評価論お

よび方法論の観点から明らかにした。しかし、

ＤＡＣ５項目を共通のフレームとして採用する

には、周辺条件として検討すべき課題が残さ

れている。その主要なものは以下の４点であ

る。

第１は、事業の初期値をどのように把握す

るのかという点である。通常、初期値は事業

計画審査時資料やＦ/Ｓ等により確認する。し

かし、これらから得られた初期値と事業終了

時の成果を単純に比較評価するbefore/after

分析は、事業評価手法として必ずしも有効で

はない。事業評価で重要な点は、事業を行っ

た場合と行わなかった場合の地域社会の変化

を評価時において検討し、事業の有効性を判

定することにある。つまり、事業の成果を

with/without分析により評価することが必要

である。しかし、通常とられる事業エリア外

の地区との比鮫で、事業外地城において他の

事業の影響がないことはまれであり、純粋な

４．おわりに

(1)結論

本論文は、ＯＤＡ事業の第三者評IiIliのあり方

を、実施機関が行ってきたものを手がかりに

検討した。その際ＯＤＡ事業評価に求められる

総合性に関し、ＤＡＣ５項目の具体化を議論
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松岡俊二・本田直子６６

with/without分析は錐しいという問題が存在
する。

第２は、事業スコープの把握に関する問題
である。実際の事業では、実施過程において

事業スコープが変化することはしばしばあり、
事業終了後に明確な基準をもって評価を行う
ことが困難になる場合がある。筆者らが行っ

たアラパリ山地植林事業においても、事業開

始当初は森林管理資務が主に村の森林管理組
織であるＶＦＰＭＣにあったが、その後、州森
林局の賀任範囲が拡大し、ＶＦＰＭＣの責務に
変更が行われた。こうした事業スコープの変
更は事業スコープの多義住につながり、評(iHi
基準の不明確化を生み出す。
第３に、定量的データの必要性である。事

業を客観的に評価するためには、定量的デー
タは必要不可欠である。初期値の把握、目標

値の設定など事業デザイン時における事業分
野に関係する専門知識・技術の活用と実施過
程におけるモニタリングが重要である。また、
事業デザインの段階から専門性を蓄積してい
くことは、事業評価手法の共通フレーム化に
６効果をもつ。

最後に、ＤＡＣ５項目の個別評価をもとに総

合評価を行うことの重要性である。５項目を
数値評価により総合的に判定し、事業の有効
性を検討することは、共通の事業評価フレー
ムの最終段階として非常に重要である。

蕊者らは本稿でとりあげた社会林業案件に
ついて、ＤＡＣ５項目に基づく評価を行い、５

段階評価によって事業の総合的評価を行った
（図１２参照)。５項目それぞれを同等に扱うの
か、あるいは特定の項目にウェイトを付け評

価を行うのか、また、どのような尺度で数値
化を行うかなど、いくつかの検討すべき課題
はあるが、事業評価の共通フレーム構築のた
めに、今後も積極的な議論が望まれる点であ

る。

図１２ＤＡＣ５項目評価の定量化

目標達成度

続性妥当

(注）各項目の点数は次のとおりである。目標
連成度：4.5、持続住：2.5、効率住：４．
５、インパクト：3.5、妥当性3.5.平均

値による総合評価は３．７である。なお、
各項目５段階評価の評点については、各
項目の評点は「ＸＯ」および「Ｘ､5」の
みを使用した。

(出所）松岡他（2001）

開発学会2001年特別研究集会（2001年６月１６

日）における報告をふまえたものである。佐藤

仁（東京大学)、辻一人（JBIC)、高橋一生

(FASID）の諸氏の貴重なコメントおよびアラバ

リ評価団メンバーの山下彰一（広島大学)、佐藤

寛（アジア経済研究所）の両氏との議論にも謝

窓を表したい。とりわけ、専門を異にする佐藤

寛氏との繊論には触発されるものが多くあった。

なお、本論文作成に際しては、関連資料の収集、

図表作成などにおける柏村正允君（広島大学・

院〉の協力にも謝意を表す。

注記

(1)「転換期の日本のＯＤＡ」特集として以下の

ような論文力禍放されている。山下彰一「転

換期の日本のＯＤＡ：特集にあたって｣、渡

辺利夫「日本のＯＤＡをどうする：二つの断

想｣、住漉寛「｢日本のODA」の存在意

義」稀木雌「日本のＯＤＡ実施体制を考え

る上絵所秀紀「｢貧困」問題と日本の
ＯＤＡ｣、菊地端「開発人類学からのＯＤＡ

評価｣、角田宇子「開発プロジェクトと地元

付記・謝辞

本稿の３．で述べたアラパリ山地植林事業評liI1i

は、ｎ噸業事後評lIii報告会（国際開発学会・国

際Mルカ銀行主催、２００１年６月１日）および国際

１
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異なるが、赤司、1997が学際研究を、「複

数の専門分野が互いに協力、統合、融合、

総合などを行いながら研究を進めるという

方法である」（Pl5）と定義しているように、

実際にはほぼ同義のものとして扱われるこ

とが多く、本稿も同義で用いている。

(8)費用便益分析については、Boardmanetal．

（1996)、日本国際協力センター（1997）が

詳しい。またＧｏｌｄｅｔａＬ１９９６は、医療分

野での費用効果分析について述べている。

(9)内部収益率（IRR）とは事業の収益性を示

す指標のひとつで、礪業の便益の現在価値

が涜用の現在価値と等しくなるような割引

率のこと。事後評価の場合、事業実施に要

した費用（実繍）と事業運営の全期間に得

られる便益とをもって計算する。国民経済

的見地に立ち事業の社会的便益をベースに

求められる経済的内部収益率（EIRR）と、

噸業単独の便益、すなわち事業実施機関に

とっての収益をベースに求められる財務的

内部収益率（FIRR）とがあり、事業の性格

に応じ使い分けられる（海外経済協力基金

1998,Ｐ５)。

(10プルントランド委員会が定鑓した持続可能

な発展とは、「将来世代が自身の欲求を鯛た

そうとする能力を損なうことなく、現存す

る人々の欲求を滴たす発展である」（ＷＣＥＤ

1987,ｐ43)。この定義に基づくと、持続可

能性の目標を達成するためには世代間の公

正と世代内の公正の両者が滴たされなけれ

ばならない。

０１）多基準分析については末石（1993）が詳し

い。末石は多基準分析の特徴として、以下

の２点をあげている。①多くの無形でかつ

外部性を持つ効果を基数尺度にこだわるこ

となく、それぞれの指標と尺度で直接的に

評価できる。②評IiUi基準のウェイト付けに

関する不確実性がＩＨＩ題として残る。

（l］事業項目に住民移転等が含まれる場合、予

期されるマイナス効果の鍛小化あるいは回

避措簡による効果を、インパクト評価マト

リックスに基づいて評価する考え方もあり

得る。しかし蕊者らは、こうした効果は本

の「制度」：フィリピン稲澱プロジェクトの

事例から｣、阿部貴美子・竹内正輿・西野

俊浩・渡辺道雄「地方自治体による国際協

力に関する研究：環境分野における国際協

力を事例として」

(2)例えば、小島他（1996入村井（1992)、日

本弁護士連合会（1991）などがある。

(3)先駆的な試みとしては斉藤（1995）や、ア

ジア経済研究所・佐露寛グループによる一

連の研究がある（佐蕊1994,1995,1996,

1997,1998)。

(4)ＯＥＣＤ・ＤＡＣについては荒井（1993）が参

考になる。

(5)経済成長と環境問題について、経済成長の

ある段階（転換点）までは、経済成長と環

境質とはトレードオフの関係にあり、転換

点の後には経済成長と環境保全が両立する

とする仮説。筆者らの研究グループでは、

SOx、ＮＯｘ、CO2、安全な水へのアクセス

率、都市衛生設備の整備率、森林減少率を

対象に分析し、環境クズネッツ曲線（EKC）

が成立するのは今のところＳＯｘだけである

ことを明らかにした（松岡他1998)。さら

に、ＥＫＣ形成要因として、社会的環境管理

能力（汚染illll定局数）を取り上げ、その関

係を実証的に検証した（松岡他2000)。ま

た、Panayotou（1997）は政策変数を用い、

ＥＫＣにおける政策の影響を分析している。

(6)代表的な研究としてはＨａｍｍｉｔｔ（l999L

KrupnicketaI．（1999）がある。また、ア

ジア諸国の環境リスクに対するＣＶに関し

ては、MendeIsohnandShawU996）が詳

しい。

(7)「広辞苑」によれば．「学際」とは幾つかの

異なる学問が関わることをさし、「総合」と

は個々別々のものを－つにまとめること、を

意味している。もう少し詳しく述べると、「学

際住」（InterdiscipIinary）とはいくつかの

分野の学問を集めてグループ化し、課題に

アプローチすることを意I賑している。一方、

「総合性」（Syl1thesis）とはいくつかの学問

を融合し、新しい学問をつくることを意味

する。このように本来、学際･性と総合性は
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松岡俊二・本田直子“

ＶＦＰＭＣ力特統的に機能するかどうかが、本

事業評価の主要なポイントである。

(１３分析結果は、組織のアクティピティ度（住

民参加）と蠣業のパフォーマンスは必ずし

６一致しないことを示している。ただし、こ

の傾向が一般化できるかについては、別に

検討が必要である。

来、躯業目的として事業スコープ内に含め

られるものであるので、評価の際には目標

達成度で判定すべきだと考える。

(1Ｊ評価団は経済・環境効果、社会開発効果を

それぞれ分担し評(、した。前者に関しては

ＤＡＣ５項目にH1Iして評(iHiを行い、後者に関

しては必ずしもＤＡＣ５項目にこだわること

なく、社会開発における問題の重要性に依

拠して評(i､を行った後、総合評価を行った。

本評価は国際協力銀行から国際開発学会へ

依頼があり、国際開発学会・連携事業検討

委員会が以下の評価メンバーを選定し、実

施したものである。評価メンバーは以下の

４名である。山下彰一（広島大学大学院国

際協力研究科教授・国際開発学会会長)、

松岡俊二（広島大学大学院国際協力研究科

助教授・国際開発学会事務局長)、佐藤

寛（日本貿易振興会・アジア経済研究所経

済協力研究部主任研究員・国際開発学会幣

任理事)、本田直子（広島大学大学院国際

協力研究科博士前期課程・国際開発学会会

員)。

(10本蛎業は、州森林局が村人による森林保繊

委員会（VillageForestProtectionand

ManagementCommittee：以下ＶＦＰＭＣ）

との契約の下に持続的な森林管理システム

を櫛築し、森林の保渡・育成と住民の生活

向上を目指したもので、インドにおけるこ

うしたスキームはＪＦＭ(JointForestMan・

agement）とよばれている。本事業における
ＶＦＰＭＣの数は１２７０である。アラパリ山地

植林躯業におけるＪＦＭは、州有地であるＭＩＬ

地および荒廃林地や村の共有地に森林局の

資源を投入することで植林を実施し、その

後の森林管理は、森林局の支援の下に．集

落（Hamlet）をベースとしたＶＦＰＭＣに委

ねるというものである。ＶＦＰＭＣは森林管

理の義務を果たすかわりに、２１年後の伐採

時には'１１錠の５０％をi￥ることが約束さ'しる

とともに、伐採までのlUIlM1、林地から産山

される牧草などのHill産物を自由に利用する

ことが出米る。このようにＶＦＰＭＣは本事

業において亜要な役割を担っており、
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AbStract

ODAPrOjectEvaluationandtheOECD･DAC，sFiveCriteria
00

ＳｈｕｎｊｉＭＡＴＳＵＯＫＡａｎｄＮａｏｋｏＨＯＮＤＡ

CraduateSchooIfb「InteTnationalDeveIopmentandCoopera[ion，HiroshimaUniversi[y

E-maiI：smatsu＠hiroshima-u・acjp

Ｔｈｉｓａ｢ticIeo舵『saprospectivefTameworkfbrthethird-par[yevaluationo「OITicialDevelopment

AssistanＣｅ（ＯＤＡ）prQjec(s・Thefmmeworkcoversaprofbssionalevalua[ionapproachaswelIasmulti‐

fbcusevalua[ioncTiteria、１，【heopeningsectionitdefinestbird･partyevalua[ion，ａｎｄ［henthesecond

sectionusesfburo「ｔｈｅｆＷｅｃ｢iteriao「【heDeveIopmen[aIAssistanceCommi[にｅ（ＤＡＣ)，whichａ｢e

efYbctiveness，emciency，impactandrelevance，toanalyzethisevaluationasatypicaIexampIeo「ａｎ

in[erdiscipIinaryapp｢oach・Basedonthesecriteria，manyresearchandintemationalassistanceorganiza‐

[ionshavegeneraにdewlluationIrameworksfbr[heirprojects,IbrexampleEuropeanAid・ｓＬｏｇＦ｢ameand

FASID,sevaIua[ionmatrix・Ｉｎ【hethi｢ｄｓｅｃ[iｏｎ，【ｈｅ「emainingcriteriono「sustainabili[ｙｉｓｄｉｓｃｕｓｓｅｄｉｎ

ｄｅｔａｉＩｉｎｔｅｒｍｓｏ「ｉｔｓcurrentacceptedmethodology,ａｎｄａｎａＩ[erna[ivemethodo「evaluationisproposed；

【hisisfbIIowedbytheconcIusions，

TheconclusionsorthisarticIeareasIblIows：

Firstly,theDACsfWecriteriaprovideanmdamentallysoundbasisfbrprOjectevaluation、FuTther

rehnemento「certainaspectscouldweIIheIptoovercomeweaknesses「elating［oatendencytowards

broadnessandgene｢ality､

Secondly，theprecisedenni[ｉｏｎａｎｄｓｃｏｐｅｏ「theｉｎdividuaIcri[eria，especially‘impact，andosus-

tainabiIi[y，,shouldbedeteTminedbefbrehand

ThiTdIy，ａｎａｐｐ｢opriatemethodoIogyshouIdbedeveIopedtoevaIuatethepaTticula「aspectsofthe

prQject,especiaⅡｙｉｔｓｉｍｐａｃ【,sus[ainabiIityandreIevance，

Finauy,thisａ｢ticlepresemsanalterna[iveevaluationme[hodIbrprojectsustainabili[ｙｎｏｍａｎｉｎｓ[itu‐

tionalandaresourceperspective，ａｎｄｃｏｎｎｒｍｓｉ[senbcUveness．
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